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被災地学び支援派遣等枠組み（D-EST）の構築について

＜能登半島地震の被害概要＞

○ マグニチュード7.6、最大震度７を輪島市・志賀町で
観測。多くの家屋の倒壊や土砂災害等で死者228名
（災害関連死を除く）、ライフラインや交通インフラに
甚大な被害が発生。

○ 能登半島地震の被災地は、山がちな半島で三方を海
に囲まれ、アクセスが困難であること、高齢者が多い
地域であるが元日発災のため帰省客が多かったこと
など、地理的・社会的な特徴があった。

＜学校施設の被害概要＞

○ これまでの耐震化の成果として倒壊被害はなかった
が、校舎等の外壁・天井材や照明器具の落下や、敷地
の一部が崩れるなど地盤関係の被害などがあった。

○ 多くの学校で避難所が開設され、そこでは体育館への空調設置
などの課題も浮き彫りになった。（学校再開に当たり、空調のある
教室に避難した方に対し、改めて暖房機器を確保した体育館への
移動をお願いする場面があった。）

校舎前地盤が崩れ、地中杭が露出

外壁の落下 天井、内壁の落下

避難所として活用される学校体育館

1



心の絵本読み聞かせ

校内のがれき処理

＜学校再開での主な対応＞

○ 被災地では、子供たちだけでなく教職員も被災者となる中で、校舎等への被害や避難所
開設もあり、速やかな学校再開に影響があった。

登下校支援

＜学校支援チームによる支援の例＞
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＜学校支援チームとは＞

・ 訓練された教職員等が被災した学校の支援（学校再開
のための環境整備、心のケア等）のため派遣

・ 兵庫・熊本・三重・宮城・岡山の５県でチームを設置
（R6.1現在）

・ 能登半島地震では、発災直後から各県チームが独自に
被災地に入り、学校の早期再開に向けて支援を実施

○ これに対し、

・ 近隣校を間借りして学習スペースを確保し、スクール
      バスで通学したり、

・ 紛失・破損した端末の代替機の無償貸与や、避難先の
      子供たちへオンライン学習を行ったりする他、

・ 高校入試が迫る中で、被害の大きかった奥能登３市町では、
保護者同意の下、希望する中学生を金沢地域へ集団避難する

など、教育環境が整った学校から教育活動が再開された。

○ こうした中で、被災地で不足する人員・ノウハウに対しては、

・ 学校支援チームが、学校再開に向けた環境整備を行ったり、

・ 集団避難先へ学習・生徒指導を行う応援教員を派遣したり、

・ 心のケアを行うスクールカウンセラーを追加配置し、

被災地外からの教職員等の派遣支援が重要な役割を果たした。



＜被災地学び支援派遣等枠組み（D-EST※１）の構築※２＞

○ 能登半島地震対応を踏まえ、今後の大規模災害に備えて、被災地で支援ニーズ等の迅速・的確な把握
や学校支援チームとの連携強化などを図り、子供たちの学びを速やかに確保するため、被災地外から
の教職員等の派遣枠組み（D-EST）を構築し、その実質化を図る。

９月の能登豪雨でもD-ESTの一環として文科省職員等を派遣しニーズ等を把握して支援に繋げた。

支
援 

自
治
体

災
害
時

 派遣候補者リストの作成
 技術職員の養成、研修の充実
 派遣時の手順を提示

平
時

①文科省職員等の派遣文
部
科
学
省

 ソフト・ハードの状況・
課題を把握

 学校施設の応急
危険度判定

災
害
時

平
時

②学校支援チームとの連携・サポート

 学校支援チームの創設・取組充実の支援
 先行事例の紹介

 現地情報の共有
 支援自治体からの要請に対応

災
害
時

 派遣時の手順や留意点を提示平
時

③教職員・SCの派遣調整

SC派遣
の調整

教職員派遣
の調整

災
害
時

平
時

教職員派遣
 学習指導・生徒指導を行う
教職員不足への対応

 派遣候補者リストの作成
 平常業務との分担を予め検討

災
害
時

平
時

 学校支援チームの設置
 チーム員の養成

学校支援チーム派遣
※派遣先の調整は全国知事会等による

被災 自治体/学校

関係団体

SC派遣

災
害
時

平
時

※文科省職員が
派遣ニーズ等を
確認した上で
支援自治体と
共有し、派遣を
調整

受援体制の確保
 支援ニーズの集約
 連絡窓口の一元化

 学校支援チーム等の取組への理解
 NPO法人等の支援団体との連携協定を締結

※NPO法人等、民間団体の取組事例も紹介

 ハンドブックの作成

 自治体との連携体制の構築

 必要に応じ、派遣調整

 活動拠点の確保

※R6補正「災害時学校支援体制構築事業」を活用
※ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰについては、各都道府県教育委員会における災害対応に向けた体制構築を促進

※SC:ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ
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※1 Disaster Education Support Team
※2 令和６年１２月にD-ESTの構築（最終まとめ）を公表

＜D-ESTの構築イメージ＞
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教育活動再開期
（数週間～数か月程度）

被災した学校等の課題に応じ、被災地の教職員等と連携した外部支援が必要
被災した学校等で支援を要する課題例：

〇児童生徒等の安否確認
〇避難所開設支援

〇避難生活中の学習支援
〇心のケア
〇教育活動再開支援

〇学校運営の支援
〇教育活動の実施

生活確保期
（数日～数週間程度）

救命避難・生命確保期
（発災～数日程度）

発災

＜D-ESTによる３つの派遣支援＞

○ 被災地での学校等の課題に対し、以下の３つの
派遣を適時・適切に調整

＜発災直後＞
①-1 文科省職員によるニーズ把握等のための
派遣と、これに基づく支援策の検討・打出し

＜学校再開に向けた活動期＞
①-2 文科省職員による応急危険度判定 ※ 震災時

② 学校支援チームの派遣

＜学校再開以降＞
③-1 応援教職員の派遣
③-2 スクールカウンセラーの派遣

※ スクールソーシャルワーカーについては、平時から関係機関と連携し取り組む
必要があることから、各教育委員会等で災害対応に向けた体制構築を促進



＜被災地の学校等での情報収集等＞

○ 被災地の学校等で収集する情報については、
被害の規模や特性、発災からの経過などの状況
により変化するが、現地派遣される文科省職員
は、所管する学校等の状況やニーズを一元的に
把握する各教育委員会と密に連携を図る。

○ 収集した情報は、

・ 省内で共有し、支援策の検討等に活用する他、

・ 被災自治体・支援自治体とも共有し、派遣支援
の調整等に繋げる。

＜９月の能登豪雨での対応＞

＜D-EST（学び支援派遣）関係＞
○ 9/25（木）に文科省職員２名（施設部、初中局）を輪島市・珠洲市の教育委員会に

派遣し、県教委とともに、被害の状況や課題を聞き取り。

○ 10/2（木）・17（木）に学校支援チームをもつ５県とオンラインで情報共有。

○ 県教委からの要請を受け、10/2（水）～24（木）に輪島市にスクールカウンセラー
６名を派遣。

○ 10/14（月）～25（金）に熊本県の学校支援チームが児童生徒等の心のケア等の
ために教職員４名を輪島市に派遣。

○ 校舎等が床上浸水した町野小・東陽中や、土砂流出や法面崩壊等で地震被害が
拡大した輪島中グラウンドの復旧方法等について、相談・技術的支援等を実施。

５



＜学校支援チームの体制構築事業＞ ※ R6補正予算で０．５億円を計上

○ 日頃の課題（学校の働き方改革、教員不足等）は、災害時によりその深刻さが際立つことから、被災地
が一日でも早く元の学校生活を取り戻すためには、平時からの取組が重要であり、文科省職員の派遣
に加え、教育委員会同士の相互支援が必要。

○ 今後の大規模災害に備え、支援を受け入れる側の事前準備の観点からも、文科省と学校支援チーム、
チーム間の連携強化や、チーム設置に係るノウハウや取組概要、活動成果を整理して全国へ発信する
とともに、全国的な展開のため、チームの新設・取組強化を支援する。

② 学校支援チームのノウハウ
等を全国に発信

① 国と各都道府県等の
連携体制の構築

発信 展開連携

平時から連携を強化し、災害時の活動を
円滑化するため、国及び地方公共団体間
でネットワークを構築し、交流や知見の提
供等を行うプラットフォームを構築する。

学校支援チームのノウハウや取組概要、
過去の災害での活動成果を整理し、災害
時の学校支援体制の構築にあたって参考
となるコンテンツとして発信・普及する。

チームを新規に立ち上げやすくするとと
もに、既存のチームの活動をより強化する
ため、新設・取組強化を行う自治体を支援
し、その成果を全国に発信・普及する。

• 学校支援チーム立ち上げ
• 活動の更なる高度化

• チームが新規に立ち上げやすくなる
• 既存のチームの活動をより強化

• 平時から連携を強化し、災害時の
活動を円滑化

効果 効果効果

③ 各都道府県の学校支援チーム
創設等の支援

（ はイメージ） （ はイメージ）

６



７

＜応援教職員の派遣に係る事前準備＞

○ 学校支援チームだけでは支援が不足する場合や、学習指導等を行う教職員の配置が求められる場合、
被災地の要請等に応じ、文科省から被災地外の教育委員会に対し、応援派遣を要請することも想定。

○ このため、都道府県・指定都市の教育委員会では、教育委員会の職員を含め、災害派遣の経験をもつ
職員や防災研修等の受講歴のある職員など、あらかじめリストアップいただくことが有効。

＜NPO等の団体との連携体制の構築＞

○ 発災後、被災した学校の教職員は学校再開に注力するため、子供たちの学習支援など専門的なノウ
ハウをもつNPO等の団体による支援も期待。

○ このため、各自治体はそうした団体との協定締結や、災害中間支援組織※の設置等を行う防災部局と
の連携とともに、今後、内閣府が創設する被災者支援のNPO等の団体の事前登録制度の活用も検討

＜地域と学校の連携・協働の推進＞

○ 地域コミュニティの復興・再生に向けた段階では、学校支援の担い手は、自立性・継続性の観点から、
被災地外の団体から、被災地内の団体や地域住民等との連携・協働による取組に移行。

○ その際、地域学校協働活動が受け皿となることも考えられるため、平時からコミュスクや協働活動を
通じて、地域と学校の連携・協働体制を構築。

※ 官民連携による被災者支援の充実・強化のため、NPO・ボランティア等の活動の支援・調整を担う。
R6.10現在、23都道府県で活動



避難所ともなる学校施設の防災機能強化について

８

＜学校施設の利用方針の策定＞

○ 教育活動の再開と避難所利用の双方の観点から、あらかじめ防災部局等と連携し、教育活動と避難
生活が併存する場合も想定して、教育エリアと避難所エリアを分離したり、両者の動線が交錯しない
よう配慮して計画しておくことが必要。

≪能登半島地震で避難所として利用された学校施設の例≫



都市ガスエリアでも災害時にLP
ガスを使用できるよう変換機の
接続口を整備

ＬＰガス

避難所生活を想定した
体育館の多目的トイレ

バリアフリー情報通信

災害対策本部との情報
通信に使用するトラン
シーバを配備

避難路の整備

校舎裏の高台への
避難路の整備

ＬＰガスを用いた体育館
の空調システム

体育館冷暖房

停電時にも給水が
可能な応急給水栓

飲料水の確保 断水時のトイレ

マンホールトイレ

備蓄倉庫
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＜学校施設の防災機能強化＞

○ 大規模災害から、子供たちの安全・学びを確保するとともに、地域住民の避難所としての役割を担う
ため、学校には、ソフト・ハード両面から、学校には必要な防災機能を備えることが重要。

≪学校施設の防災機能強化（ハード面）の例≫
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＜非常用電源の確保＞

○ 避難所となる学校体育館の空調設置を進めているところ、発災時には電力の供給が止まる可能性
等も踏まえ、非常用電源の確保は重要。

＜学校給食施設の防災機能強化＞

○ 能登半島地震では、学校給食施設が被害を受け、給食の提供が困難となったほか、避難所運営の際、
食事の提供にあたって給食施設等の活用が期待されることから、その防災機能の強化は重要。

＜避難所の生活環境の改善＞

○ 能登半島地震を踏まえ、避難所の生活環境の抜本的改善のため、内閣府は、R6補正予算で、新たな
地方経済・生活環境創生交付金（地域防災研究整備型）を創設※し、自治体の先進的な取組を支援。

※ トイレカーやキッチンカー、テント式のパーティションや簡易ベッドなど車両や資器材の整備が支援対象

○ 実施計画等の検討は防災部局を中心に検討が進められているが、こうした整備は学校施設の防災
機能強化にもつながるとともに、地域の防災訓練や防災教育の活用にも期待。

防災部局等との連携の上、文科省や関係省庁の財政支援※を活用し、避難所ともなる
学校の防災機能強化などのため今後の活用を検討ください。 ※ 詳しくは12頁以降の資料を参照
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＜まとめ＞

○ 被災地では、子供たちだけでなく教職員も被災者となり、学校再開に
必要な人員などが不足することから、被災地外からの支援が重要である
こと、このため、派遣支援の体制の整備とともに、支援の受入れを想定
する必要があること。

ex.学校支援チームの設置・充実、派遣支援の内容の理解、被害情報の収集 等

○ 併せて、教育活動の再開と避難所利用の双方の観点から、学校施設の
利用方針や防災機能強化について、防災部局等とも連携し、計画や対策
を検討・実施しておくことが重要であること。

近年、災害が頻発化・激甚化しています。いつ・どこで発生するか分から
ない災害に対し、子供たちの学びを速やかに確保できるようソフト・ハード
両面で平時から出来ることに備えておきましょう！



【参考資料】学校施設の防災機能強化に係る財政支援など

○ 公立学校施設における体育館等への空調整備（臨時特例交付金） ［p13］

○ 非常用電源の確保や学校給食施設の防災機能強化など
避難所機能強化に活用できる主な財政支援 ［p14～18］

－ 学校施設環境改善交付金（防災機能強化事業、太陽光発電等導入事業、
学校給食施設整備事業） （文部科学省）

－ 緊急防災・減災事業債 ／ 防災対策事業債 〔地方債〕
－ 緊急防災・減災事業（特別交付税） （総務省）

－ 災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金
－ 災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金

                                                                                               （資源エネルギー庁）
－ 地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への

                                                  自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業 （環境省）

－ 新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型） （内閣府）

○ 避難所となる公立学校施設の防災機能に関する調査結果（R4.12） ［p19］
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公立学校施設における体育館等への空調整備
現状・課題

学校施設の避難所機能を強化し、耐災害性の向上を図る観点から、交付金を新設し、
避難所となる全国の学校体育館等への空調整備を加速する。

空調設備整備臨時特例交付金

＜対象学校種＞
公立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校

＜対象施設＞
屋内運動場（学校体育館、武道場）

＜算定割合＞
１／２

＜算定対象の範囲＞
下限額４００万円、上限額７,０００万円

＜対象期間＞
令和６年度～令和１５年度

＜主な工事内容＞
屋内運動場における空調設備の新設及びその関連工事

＜補助要件＞
避難所に指定されている学校であること
断熱性が確保されること

＜地方財政措置＞
起債充当率：100％、元利償還金への交付税措置率：50％

事業内容

令和６年度補正予算額 779 億円

子供たちの学習・生活の場であるとともに、災害時には避難所として活用される学校体育
館等について、避難所機能を強化し耐災害性の向上を図る必要がある。しかし、学校体育
館等における空調設置率は約2割にとどまっており、更なる設置促進が必要な状況である。

公立小中学校施設における空調（冷房）設備の設置状況

（担当：大臣官房文教施設企画・防災部施設助成課）

国
都道府県・市区町村
（学校設置者） 事業者

補助 発注

事業スキーム

災害時にも利用可能な学校体育館の空調設備
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災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金
令和7年度予算案額 37億円（40億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

災害時において、道路等が寸断した場合に、LPガス充填所やサガソリ
ンスタンドなどの供給側の強靱化だけでは燃料供給が滞る可能性
があることから、需要家側においても自家発電設備等を稼働させる
ため、自衛的な燃料備蓄体制を構築し、災害時における施設機
能の継続を目的とする。

成果目標

多数の避難者が発生する避難所等への設備導入の促進を通じて、
社会的重要インフラにLPガス・石油製品の「自衛的備蓄」を促し、災
害対応能力の強化を目指す。

事業概要

（１）避難所や避難困難者が多数生じる施設等に設置するLPガス
タンク、石油タンク等を導入する者に対し、LPガスタンク等の購入や
設置工事費に要する経費の一部を補助する。

（２）避難所や病院等、災害時において特に重要な拠点となる施
設にLPガスタンク、石油タンク、自家用発電設備等を導入する自
治体に対し、タンクの購入や設置工事及び施設改修等に要する経
費の一部を補助する。

民間企業等 民間企業等国
補助

（定額）

(1),(2)補助
（1/2、2/3等）

資源エネルギー庁資源・燃料部燃料流通政策室
資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課
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※ 新しい地方経済・生活環境創生交付金



避難所となる公立学校施設の防災機能に関する調査結果

避 難 所に 指 定 され て い る学 校 の 防災 機 能 設備 等 の 確保 状 況

避難所指定
学校数（校）

確保学校数
（校）

割合（％）
［ ]は前（H31.4.1）

時点の数値

備蓄倉庫等※１

29,856

24,484 82.0 [78.1]

非常用発電機等※２ 21,859 73.2  [60.9]

飲料水の確保対策※３ 24,109 80.8  [73.7]

冷房機器※４ 19,390 64.9  [ ‐ ]

暖房機器※５ 23,686 79.3  [ ‐ ]

ガス設備等※６、７ 21,895 73.3  [57.1]

通信設備※８ 24,765 82.9  [80.8]

断水時のトイレ対策※９ 21,980 73.6  [58.3]

令和4年12月1日現在

備蓄倉庫

マンホールトイレ

防災関係施設・設備
※「災害に強い学校施設の在り方について～津波対策及び避難所としての防災機能の強化～」
「公立学校施設整備に関する防災対策事業活用事例集」 より

※１ ： 備蓄倉庫や他の用途と兼用した備蓄スペースを、敷地や建物内に設置してある学校のほか、学校の近隣に設置してある学校や、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により備蓄体制を確保している学校

      （飲料水のみの協定等の場合は「飲料水」に含む）

※２ ： 自家発電設備（可搬式発電機を含む）や災害時に利用可能な太陽光発電設備等の再生可能エネルギー設備、蓄電池（電気自動車(EV)含む）のほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により

         自家発電設備等を優先的に利用できることとなっている学校

※３ ： 耐震性貯水槽やプールの浄水装置、井戸等を設置している学校のほか、近隣の公共施設や民間事業者等との協定等により飲料水の確保をしている学校やペットボトル等を備蓄している学校

※４ ： 災害時に避難者が滞在することを想定している部屋等（体育館、会議室、教室等）に、利用可能な冷房機器（スポットクーラー等可搬式のものを含む （扇風機は除く））を保有している学校（利用可能な冷房機器

       を保有している部屋等が一部屋以上あれば、避難所として保有しているものとしている）のほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により冷房機器を優先的に利用できることとなっている学校

※５： 災害時に避難者が滞在することを想定している部屋等（体育館、会議室、教室等）に、利用可能な暖房機器（ストーブ等可搬式のものを含む）を保有している学校（利用可能な暖房機器を保有している部屋等が

     一部屋以上あれば、避難所として保有しているものとしている）のほか、近隣の公共施設や民間事業者との協定等により暖房機器を優先的に利用できることとなっている学校

※６ ： 災害時に利用可能な薪やペレット等を燃料とした設備のほか、自家発電設備、冷暖房機器、調理設備（カセットコンロ等可搬式のものを含む）を含む

※７ ： 災害時に利用可能なＬＰガス設備が設置されている学校や、中圧ガス配管を敷地の中まで引き込む等、災害時に利用可能なガス設備が設置されている学校のほか、近隣の公共施設や民間事業者等との

     協定等によりガス設備を優先的に利用できる学校

※８ ： 相互通信可能な通信設備のほか、単方向通信のみ可能な通信設備を含む

※９ ： マンホールトイレや、プールの水や雨水を洗浄水として使用できるトイレ（配管の工夫等により使用できる場合を対象とし、バケツリレーで使用する場合は除く）、携帯トイレや簡易トイレ等を確保している学校のほか、

         近隣の公共施設や民間事業者との協定等により簡易トイレや仮設トイレ等を優先的に利用できることとなっている学校 19
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